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令和６年度普通交付税等の交付決定額について  

  

令和６年度の普通交付税等の交付額が７月２３日（火）に閣議報告され、山梨県分について

は次のとおり決定されました。 

  

（当初算定比較） 

◎ 実質交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）              （単位：千円、％） 

区  分 令和６年度 令和５年度 ※ 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 １３９，６０９，８３５ １４２，６７７，８８２ △３，０６８，０４７ △２．２ △２．７ 

市町村分 ９４，６４９，２９０ ９４，８１３，４５７ △１６４，１６７ △０．２ ０．２ 

計 ２３４，２５９，１２５ ２３７，４９１，３３９ △３，２３２，２１４ △１．４ △１．４ 

   ※12月の再算定による追加交付額（県分 36.4億円、市町村分 22.6億円）は含まず。 

 

普通交付税     

区  分 令和６年度 令和５年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 １３８，８８１，６０１ １４１，０５３，９３６ △２，１７２，３３５ △１．５ ０．３ 

市町村分 ９３，５１７，２４５ ９２，４２５，７７３ １，０９１，４７２ １．２ ３．３ 

計 ２３２，３９８，８４６ ２３３，４７９，７０９ △１，０８０，８６３ △０．５ １．７ 

 

    臨時財政対策債 

区  分 令和６年度 令和５年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

 県  分 ７２８，２３４ １，６２３，９４６ △８９５，７１２ △５５．２ △５４．８ 

市町村分 １，１３２，０４５ ２，３８７，６８４ △１，２５５，６３９ △５２．６ △５３．７ 

計 １，８６０，２７９ ４，０１１，６３０ △２，１５１，３５１ △５３．６ △５４．３ 

  

◎  地方特例交付金                                           （単位：千円、％） 

区  分 令和６年度 令和５年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 ２，８４６，８１３ ４９４，２５５ ２，３５２，５５８ ４７６．０ ４４７．２ 

市町村分 ４，２７０，６７０ ７４１，３８９ ３，５２９，２８１ ４７６．０ ４４８．６ 

計 ７，１１７，４８３ １，２３５，６４４ ５，８８１，８３９ ４７６．０ ４４８．１ 
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Ⅰ 県 分（当初算定比較） 

 

令和６年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、過去に発行した県債の償還

終了による公債費の減などがあるものの、小中学校費の増などにより増加した。 

収入の面では、過年度に算定した法人事業税等の精算による加算があったことなどから増

加となり、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質交付税額は、令和５年度より 

３０．７億円（２．２％）減少し、１，３９６．１億円となった。  

このうち、普通交付税は１，３８８．８億円（１．５％の減）となり、臨時財政対策債は 

７．３億円（５５．２％の減）となった。 

 

１ 普通交付税  

交付決定額は１，３８８．８億円で、令和５年度に比べ２１．７億円、１．５％の減となった。 

○ 増減理由 

・ 基準財政需要額  

過去に発行した県債の償還終了による公債費の減などがあるものの、小中学校費の増などが

あり、臨時財政対策債振替前で４．２億円の増となった一方、臨時財政対策債振替額が減少し

たことから、振替後の基準財政需要額は１３．１億円、０．５％の増となった。 

・ 基準財政収入額 

過年度に算定した法人事業税等の精算による加算があったことなどから、３４．３億円、

３．４％の増となった。 

普通交付税額の決定方法 

普通交付税額＝基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）－臨時財政対策債相当額 

－基準財政収入額 

     基準財政需要額＝単位費用×測定単位（人口等）×補正係数 

基準財政収入額＝税収入の見込額×７５％ 

 

２ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は７．３億円で、令和５年度に比べて８．９億円、５５．２％の減となった。 
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３ 地方特例交付金  

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）に伴う減収を補塡する

ため交付されるもの（４．９億円）のほか、今年度から新たに、個人住民税における定額減

税の実施に伴う減収分を補填するために交付されるもの（２３．６億円）が加わったことにより、

今年度は２８．５億円となり、令和５年度に比べ２３．５億円、４７６．０％の増となった。 

 

Ⅱ 市町村分（当初算定比較） 

 

令和６年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、人口と面積を基本として算

定する包括算定経費のほか、高齢者保健福祉費、林野水産行政費の増などにより増加した。 

収入の面では、市町村民税所得割※や固定資産税、森林環境譲与税の増などにより増加し

たことなどから、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質交付税額は、令和５年度より

１．６億円（０．２％）減少し、９４６．５億円となった。 

このうち、普通交付税は、９３５．２億円（１．２％の増）となり、臨時財政対策債は 

１１．３億円（５２．６％の減）となった。 

また、普通交付税が配分されない不交付団体は、令和５年度に引き続き、昭和町、忍野村

及び山中湖村であった。 

※地方特例交付金により補填される定額減税に伴う減収額を除く。 

 

１ 普通交付税 

交付決定額は９３５．２億円で、令和５年度に比べ１０．９億円、１．２％の増となった。 

○ 増減理由（交付団体） 

・ 基準財政需要額  

人口と面積を基本として算定する包括算定経費のほか、高齢者保健福祉費、林野水産行政費

の増などにより、臨時財政対策債振替前の基準財政需要額は１３．０億円、０．６％の増と

なった。 

また、臨時財政対策債振替額が減少したことから、振替後の基準財政需要額は２５．６億

円、１．３％の増となった。 
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・ 基準財政収入額 

市町村民税所得割※や固定資産税、森林環境譲与税の増などにより１５．０億円、１．４％

の増となった。          ※地方特例交付金により補填される定額減税に伴う減収額を除く。 

 

○ 不交付団体 

町 村 名 理    由 期   間 

昭和町 
基準財政収入額が、引き続き基準財政
需要額を上回ったため、不交付団体と
なった。 

昭和59年度～（41年連続） 

忍野村 
基準財政収入額が、引き続き基準財政
需要額を上回ったため、不交付団体と
なった。 

昭和60年度～平成4年度 

平成8年度～平成14年度 

平成16年度～平成21年度 

平成24年度～令和3年度 

令和5年度～（2年連続） 

山中湖村 
基準財政収入額が、引き続き基準財政
需要額を上回ったため、不交付団体と
なった。 

昭和49年度、昭和50年度 

昭和61年度～平成21年度 

平成23年度～令和2年度 

令和5年度～（2年連続） 

※全国では１都８２市町村が不交付団体（令和５年度当初は１都７６市町村） 

 

２ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は１１．３億円で、令和５年度に比べ１２．６億円、５２．６％の減となった。 

 

３ 地方特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）に伴う減収を補塡する

ため交付されるもの（７．３億円）のほか、今年度から新たに、個人住民税における定額減

税の実施に伴う減収分を補填するために交付されるもの（３５．４億円）が加わったことにより、

今年度は４２．７億円となり、令和５年度に比べ３５．３億円、４７６．０％の増となった。 


